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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 

 

 

1. 商 号 グリーンズレッジ・アジア・リミテッド 

 

2．登録年月日  平成23年6月27日 

(登録番号) （関東財務局長（金商）第2545号） 

 

3. 沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

 

年 月 日 内   容 

2010年8月 当社設立 

2011年6月 金融商品取引業者登録 

2011年11月 貸金業者登録  （東京都知事 （3）第31410号） 

 

(2) 組織図 

(平成29年12月31日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 株式の保有数の上位十位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権

に占める当該株式に係る議決権の数の割合。 

 

(平成29年12月31日現在) 

氏名又は名称 保有株式数 割合（％） 

GreensLedge Capital Markets LLC 1億株 100％ 

 

  

株主総会 

取締役会 

東京支店長 

日本における代表者 

営業統括部 金融商品部 業務統括部 法務コンプライアンス部 
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4. 役員の氏名又は名称 

(平成29年12月31日現在) 

氏 名 役 職 名 

北條 太郎 

（ほうじょう たろう） 

西野 郁 

（にしの いく） 

Brian S. Zeitlin 

（ブライアン・ザイトラン） 

James B. Kane 

（ジェームズ・ケイン） 

David Powar 

（デイビッド・パウワー） 

Kenneth Wormser 

（ケネス・ウォームザー） 

日本における代表者 

 

取締役 

 

取締役 

 

取締役 

 

取締役 

 

取締役 

 

5. 政令で定める使用人の氏名 

金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

（平成29年12月31日現在） 

氏 名 役 職 名 

稲村 雅典 内部管理統括責任者 

法務コンプライアンス部長 

 

6. 業務の種別 

 

(1) 第一種金融商品取引業(金融商品取引法第28条第1項第1号に規定される行為) 

(2) 第二種金融商品取引業(金融商品取引法第28条第2項第2号に規定される行為) 

 

7. 本店及び国内における主たる営業所又は事務所その他の営業所の名称所在地 

 

 

本  店 

ケイマン諸島、グランド・ケイマン、ジョージ・タウン、

エルジン・アベニュー190、インタートラスト・コーポレ

ート・サービシズ・ケイマン・リミテッド 

東京支店 
〒103-0027   東京都中央区日本橋1丁目18番14号 

クローバー日本橋5階 
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8. 他に行っている事業の種別 

 

貸金業（貸金業法第2条に規定される行為） 

その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

9. 手続実施基本契約を締結する措置を講ずる当該手続実施基本契約の相手方である指定紛争解決機関

の商号又は名称並びに加入している金融商品取引業協会及び対象事業者となっている認定投資者保護団

体 

 

日本証券業協会 

日本投資者保護基金 

特定非営利活動法人証券・金融あっせん相談センター 

 

10. 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

 

 該当ありません 

 

11. 苦情紛争処理措置及び紛争解決措置の内容 

 

第1種金融商品取引業関連については特定非営利活動法人証券・金融あっせん相談センターとの

間で手続実施基本契約を締結する措置 

 

第2種金融商品取引業関連については特定非営利活動法人証券・金融あっせん相談センターの認

定投資者保護団体の業務に関する対象事業者となる措置 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

 

1. 当期の業務の概要 

 

(1)事業の経過及びその成果 

日本国内における低金利環境の継続、国内クレジット市場でのスプレッドの低位安定、および借入需要

も引き続き弱い状況が続く中、本邦機関投資家の潜在的な海外投資意欲は引き続き増加傾向にあると思

われます。 

こうした環境下、親会社が新規に組成した米国CLOや、BDC新発社債、既存顧客とのストラクチャード・

ファイナンス取引の媒介実績を増やし、受入手数料は前年比で増加しました。 

 

(2)資金調達の状況 

 

特記すべき事項はありません。 

 

(3) 設備投資の状況 

 

特記すべき事項はありません。 

 

2. 業務の状況を示す指標 

(1)経営成績等の推移  

                                                        （単位： 百万円または百万） 

 平成27年12月期 平成28年12月期 平成29年12月期 

資本金 100 100 100 

発行済株式数 100 100 100 

営業収益 138 178 202 

（受入手数料） 138 178 202 

（（委託手数料）） 0 0 0 

（（引受・売出等手数料）） 0 0 0 

（（その他の受入手数料）） 138 178 202 

（トレーディング損益） 0 0 0 

（（株券等）） 0 0 0 

（（債券等）） 0 0 0 

（（その他）） 0 0 0 

純営業収益 138 178 202 

経常損益 6 13 9 

当期純損益 3 1 △1 
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(2) 有価証券売買等の状況 

 

取扱実績ありません。 

 

(3)有価証券の売買の媒介等の状況 

 

 取扱実績ありません。 

 

(4)有価証券に関連する市場デリバティブ取引の状況  

 

取扱実績ありません。 

 

(5)店頭デリバティブ取引等の状況 

 

取扱実績ありません。 

 

(6)有価証券に関連する外国市場デリバティブ取引の状況 

 

取扱実績ありません。 

 

(7)有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び

私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

 

                         （単位： 千株、百万円） 

 

区分 引受高 売出高 

特定投

資家向

け売付

け勧誘

等の総

額 

募集の

取扱高 

売出し

の取扱

高 

私募の

取扱高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の取扱

高 

平

成

29

年 

12 

月

期 

株券  - - - - - - - 

債

券 

国債証券 -   - -   - - 

地方債証券 -   - -   - - 

特殊証券 - - - - - - - 

社債券 - - - - - - - 

合計       - - - - 

受益証券       - - - - 

その他（注） - - - - - - - 
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（注）「その他」は金融商品取引法第2条第2項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権

利であります。 

外貨建取引の額については平成29年12月30日の換算レートで円換算しております。 

 

(8)有価証券の貸借等の状況 

 

取扱実績ありません。 

 

(9)その他業務の状況 

 

取扱実績ありません。 
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(10)自己資本規制比率の状況 

                                   （単位：％、百万円） 

 平成27年12月期

当   期   

末 

平成28年12月期 平成29年12月期 

基本的項目                     

(Ａ) 

 120百万円 113百万円 112百万円 

補完的項目 

その他有価証券評価差額金（評価益）等 0 0 0 

金融商品取引責任準備金等 0 0 0 

一般貸倒引当金 0 0 0 

長期劣後債務 0 0 0 

短期劣後債務 0 0 0 

計                  

(Ｂ) 

0 0 0 

控除資産                      

(Ｃ) 

12 19 19 

固定化されていない自己資本 107 93 92 

リスク相当額 

 市場リスク相当額 0 0 0 

 取引先リスク相当額 2 2 4 

 基礎的リスク相当額 32 35 45 

計                  

(Ｅ) 

34 38 49 

自己資本規制比率 308.1% 240.4% 185.7% 

   

 

(11)使用人の総数及び外務員の総数 

 役員及び使用人の総数 

                                                        （単位：名） 

 平成27年 

12月31日現在 

平成28年 

12月31日現在 

平成29年 

12月31日現在 

 役 員 5 5 6 

 うち非常勤 4 4 4 

使 用 人 5 5 4 

 うち外務員 3 3 2 

 合 計 10 10 10 
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 

1. 経理の状況 

(1) 貸借対照表 

（単位：千円） 

科        目 
平成28年 

12月31日 

平成29年 

12月31日 
科        目 

平成28年 

12月31日 

平成29年 

12月31日 

（ 資 産 の 部 ）             （ 負 債 の 部 ）             

流 動 資 産            流 動 負 債            

 現金・預金  90,718  85,370  トレーディング商品   

預託金     商品有価証券等   

顧客分別金信託     デリバティブ取引   

金融商品取引責任準備預託金   約 定 見 返 勘 定   

その他の預託金   信 用 取 引 負 債   

トレーディング商品     信用取引借入金   

 商品有価証券等     信用取引貸証券受入金   

 デリバティブ取引   有 価 証 券 担 保 借 入 金   

 約定見返勘定   有価証券貸借取引受入金   

 信用取引資産   現先取引借入金   

 信用取引貸付金    預 り 金   

 信用取引借証券担保金     顧客からの預り金   

 有価証券担保貸付金     募集等受入金   

借入有価証券担保金     その他の預り金  4,071  19,758 

現先取引貸付金   受 入 保 証 金   

立替金     発行日取引受入保証金             

 顧客への立替金     信用取引受入保証金   

 その他の立替金     先物取引受入証拠金             

 募集等払込金     有価証券引渡票受入金             

 短期差入保証金     その他の受入保証金   

 発行日取引差入証拠金   有価証券等受入未了勘定              

 信用取引差入保証金   受 取 差 金 勘 定   

 先物取引差入証拠金   短 期 借 入 金   

有価証券引渡票支払金    前    受    金   

 その他の差入保証金   前 受 収 益   

有価証券等引渡未了勘定              未 払 金   

支払差金勘定   未 払 費 用 8,121 27,248 

 短期貸付金   未 払 法 人 税 等 2,103 9,466 

 前払金 3,987 3,987 繰 延 税 金 負 債   

 前払費用 1,081 1,245 賞 与 引 当 金   
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科        目 
平成28年 

12月31日 

平成29年 

12月31日 
科        目 

平成28年 

12月31日 

平成29年 

12月31日 

未 収 入 金 527 964 そ の 他 の 流 動 負 債   

未 収 収 益 51,388 63,718 流 動 負 債 計          48,640 56,473 

繰 延 税 金 資 産   固 定 負 債          409 1,082 

そ の 他 の 流 動 資 産   長 期 借 入 金   

貸 倒 引 当 金   繰 延 税 金 負 債   

流 動 資 産 計          147,703 155,285 退 職 給 与 引 当 金   

固 定 資 産            そ の 他 の 固 定 負 債   

有 形 固 定 資 産 2,835 5,708 固 定 負 債 計          409 1,082 

  建物 1,567 3,873 引 当 金            

  器具備品 1,267 1,834 金融商品取引責任準備金   

  土地      

   引 当 金 計            

無 形 固 定 資 産    負 債 合 計            49,049 57,556 

のれん   （純 資 産 の 部）   

投 資 そ の 他 の 資 産 12,071 8,742 株 主 資 本 113,560 112,180 

  投資有価証券    資 本 金 100,000 100,000 

  出資金   新 株 式 申 込 証 拠 金   

  長期貸付金     資 本 剰 余 金 20,000 20,000 

  長期差入保証金 12,064  8,742 資本準備金 20,000 20,000 

  長期前払費用     7     0 その他資本剰余金   

  繰延税金資産     利 益 剰 余 金    △6,439    △7,819 

その他     利益準備金   

 貸倒引当金     その他利益剰余金    △6,439    △7,819 

固 定 資 産 計          14,906 14,450   積立金   

   繰越利益剰余金    △6,439    △7,819 

繰 延 資 産   自 己 株 式   

 創立費   自 己 株 式 申 込 証 拠 金   

   評 価 ・ 換 算 差 額 等   

繰 延 資 産 計            その他有価証券評価差額金   

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益   

   土 地 再 評 価 差 額 金   

   新 株 予 約 権   

   純 資 産 合 計 113,560 112,180 

資 産 合 計 162,609 169,736 負 債 ・ 純 資 産 合 計 162,609 169,736 
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(2)損益計算書 

 （単位：千円）                   

科目 
自 平成28年1月1日 

至 平成28年12月31日 

自 平成29年1月1日 

至 平成29年12月31日 

営業収益   

受入手数料 178,240 202,232 

委託手数料   

引受・売出・特定投資家向け売付勧誘等の手数料   

募集・売出・特定投資家向け売付勧誘等の取扱手数料   

その他の受入手数料 178,240 202,232 

トレーディング損益   

株券等トレーディング損益   

債券等トレーディング損益   

その他のトレーディング損益   

金融収益 11 3 

営業収益計 178,251 202,235 

金融費用 79 84 

純営業収益 178,172 202,151 

販売費・一般管理費  166,178  195,737 

取引関係費 27,628 48,998 

人件費  125,257  129,270 

不動産関係費 8,483 11,516 

事務費 3,754 4,633 

減価償却費   1,046      899 

租税公課  8  202 

貸倒引当金繰入れ   

その他  216 

営業利益（又は営業損失）  11,993  6,413 

営業外収益 1,734 3,347 

営業外費用  2 

経常利益（又は経常損失）  13,728  9,759 

特別利益   

臨時利益   

金融商品取引責任準備金戻入   

特別利益計   

特別損失         
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科目 
自 平成28年1月1日 

至 平成28年12月31日 

自 平成29年1月1日 

至 平成29年12月31日 

有価証券評価減   

臨時損失   

金融商品取引責任準備金繰入れ   

固定資産除却損  1,527 

特別損失計        1,527 

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）  13,728  8,231 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,407 9,611 

法 人 税 等 調 整 額   

当 期 純 利 益 （ 又 は 当 期 純 損 失 ）  1,320  △1,379 

 

 

(3)株主資本等変動計算書 

                                   （単位：千円） 

 
自 平成28年1月1日 

至 平成28年12月31日 

自 平成29年1月1日 

至 平成29年12月31日 

 株主資本   

  資本金  当期首残高 100,000 100,000 

   当期変動額 減資       0 0 

   当期末残高 100,000 100,000 

  資本剰余金    

   資本準備金  当期首残高 20,000 20,000 

   当期変動額 新株の発行 0 0 

   当期末残高 20,000 20,000 

   その他資本剰余金  当期首残高 0 0 

   当期変動額 0 0 

   当期末残高 0 0 

  資本剰余金合計  当期首残高 20,000 20,000 

   当期変動額 0 0 

   当期末残高 20,000 20,000 
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  利益剰余金  

   利益準備金  当期首残高 0  0 

   当期変動額 剰余金の配当 0 0 

   当期末残高 0 0 

   その他利益剰余金  

    積立金  当期首残高 0 0 

   当期変動額 0 0 

   当期末残高 0 0 

    繰越利益剰余金  当期首残高   39 △6,439 

  

 当期変動額 減資 

剰余金の配当 

       当期純利益 

     0 

△7,800 

 1,320 

     0 

0 

 △1,379 

   当期末残高    △6,439    △7,819 

  利益剰余金合計  当期首残高   39   △6,439 

   当期変動額 △6,479 △1,379 

   当期末残高 △6,439 △7,819 

  自己株式  当期首残高 0 0 

   当期変動額 自己株式の処分 0 0 

   当期末残高 0 0 

  株主資本合計  当期首残高 120,039 113,560 

   当期変動額 △6,479 △1,379 

   当期末残高 113,560 112,180 

 評価・換算差額等  

  その他有価証券評価差額金  当期首残高 0 0 

   当期変動額（純額） 0 0 

   当期末残高 0 0 

  繰延ヘッジ損益  当期首残高 0 0 

   当期変動額（純額） 0 0 

   当期末残高 0 0 
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  土地再評価差額金  当期首残高 0 0 

   当期変動額（純額） 0 0 

   当期末残高 0 0 

  評価・換算差額等合計  当期首残高 0 0 

   当期変動額 0 0 

   当期末残高 0 0 

新株予約権  当期首残高 0 0 

   当期変動額（純額） 0 0 

   当期末残高 0 0 

純資産合計  当期首残高 120,039 113,560 

   当期変動額 △6,479 △1,379 

   当期末残高 113,560 112,180 

 

 

(4)借入金等明細表 

 

 該当ありません。 

 

(5)保有する有価証券の取得価額、時価及び評価損益 

 

 該当ありません。 

 

(6)デリバティブ取引の契約価額、時価及び評価損益 

 

 該当ありません。 

 

(7)会計監査 

 

当社100％株主のGreensLedge Capital Markets LLC 及びその子会社は、平成29年1月1日から同年12月31

日までの期間について、米国監査法人であるKPMG LLPの監査証明を受けております。 

 

 

  



14 

 

 

Ⅳ 管理の状況 

 

1. 内部管理の状況の概要 

 

 当社は、第一種及び第二種金融商品取引業者並びに貸金業者として金融商品取引法及び貸金業法並び

に当該法令にかかる各種法令諸規則等を遵守し、投資家保護及び公正取引確保等を最優先事項として全

役職員一同、周知及びその徹底を図り、特定投資家等を主要顧客とした営業活動に従事しております。 

また、全役職員は、各種コンプライアンス研修等に積極的に参加し、コンプライアンスマインドの一段

の向上に努め、個人情報の適切な取扱い、法人関係情報の適切な管理、利益相反管理、反社会的勢力と

の関係遮断及び企業倫理向上等についても日々鋭意努力し、実践しております。 

更に、「お客様本位の業務運営のための方針」を策定し、当社ｳｪﾌﾞｻｲﾄに掲載した上で、お客様本位の営

業に努めております。 

なお、当社の内部管理業務は、営業部門より独立した法務コンプライアンス部及び業務統括部が担当し、

内部管理部門による営業部門に対するモニタリング機能は有効に機能しております。 

2. 分別管理等の状況 

 

 当社は、分別管理を要する金銭や有価証券等の預託を受けておりません。 

 

3. 子会社等の状況 

 

 該当ありません。 

 

 

（以下余白） 


